令和7（2025）年度 早稲田大学教職大学院
連　携　協　力　校　概　要　書
記入日　　　　年　　月　　日
	　学　校　の　概　況

	名　　称
	

	住　　所
	

	学校長　名
	

	最寄駅からのアクセス
	　　　　線　　　駅　（徒歩・バス）　　　分

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－Ｍａｉｌ
	

	規　　模
（　　　年　月　日現在）
	教員数
	学級数
	児童・生徒数

	
	　　　　人
	　　　　　　学級
	　　　　　　　　人

	実
習
指
導
者
(※1)
	氏名
	実務経験年数
	研修歴
	指導可能な教科・領域

	
	
	　　　　年
	
	

	
	
	　　　　年
	
	

	
	
	　　　　年
	
	


	令和7（2025）年度の実習について（※２）

	１　受入条件　
	時期など
	可能教科(科目)等
	可能人数

	学校臨床実習Ⅰ（※３）
	集中型
	月　～　　　月
	
	名

	学校臨床実習Ⅱ（※４）
	集中型
	月　～　　　月
	教科外も可

	名

	
	通年型
	月　～　　　月
	
	名

	学校臨床実習Ⅲ（※５）
	集中型
	月　～　　　月
	教科外も可

	名

	
	通年型
	月　～　　　月
	
	名

	２　実習生の受入の可否（□にチェックをいれてください。）
・教職経験のある実習生の受入は・・・・・・・・・・・・・・・・・・□可能である　□できない
・他の都道府県の教員を志望している実習生の受入は・・・・・・・・・□可能である　□できない
･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

・（令和6（2024）年度の受入校に伺います）同じ実習生の受入は・・・  □可能である　□できない

	３　学校の教育研究課題（□にチェックを入れてください）
□学級経営　 □生徒指導　　□教育相談　     □キャリア教育・進路指導 　□授業力向上 　
□学習支援　 □学校経営　  □特別支援教育　 □地域連携  その他〔　　　　　　　　　　　〕

	４【ご要望等】（※６）

	５　学校の特色（※７）
（指導体制、地域連携、研究指定校など）
	

	６　学部実習生受入予定
（※８）
（令和7（2025）年度中）
（   月   日時点）
	受入大学数
	年間受入延べ人数

	
	　　校
	（教科　　　　、　　年　　月予定）
計　　　人（教科　　　　、　　年　　月予定）


	各実習でご提供いただける教育実践の場について（※９）

	
	実習生が担当可能なもの（□にチェックを入れてください）
	これまでの実習例

	実習Ⅰ
	□教科の授業　←必ず担当させてください。
□教科の教員の了解がとれている。
□教科以外の授業
□学級経営に関る活動
他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	教科指導（一単元を担当）、特別活動担当、分掌補助、部活動指導、定期考査作問、成績評価補助など

	実習Ⅱ

およびⅢ
	□教科の授業
□T2として授業に参加
□総合的な学習（探究）の時間の指導
□道徳の時間の指導
□学級活動・ホームルーム活動の指導
他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	学級活動の授業実施、生徒理解シート作成、特別支援教育対象者支援、特別支援教育校内委員会参加、個別の指導計画作成、放課後学習支援、成績評価補助、進路相談、ブロック研究会事務、公開研究発表会補助など

	実習Ⅲ
	集中型の場合　上記に加え
（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
通年型の場合　上記に加え
（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	教科指導（一単元を担当）、分掌の一員として活動、職員研修会企画・資料作成など


	配置可能な分掌・参加可能な会議について（□にチェックをしてください）

	配置可能な分掌
	指導担当者
	参加可能な会議(※10)
	指導担当者

	（　　　　　　）部
（　　　　　　）部
（　　　　　　）部
□院生の希望に応じて
□未定
	
	□職員会議
□学年会
□教科会
□教務部会
□児童生徒指導部会
□進路指導部会
□特別支援教育校内委員会
その他（　　　　　　）
	


早稲田大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻における教職大学院の「学校における実習科目」をはじめとした実践的なカリキュラム等を実施するために必要な実習施設として、令和　　年度
より、本校を使用することを承諾します。

令和　　年　　月　　日
学校名　　　　　　　　　　　　　　　　

校　長　　　　　　　　　　　　　　　印
連携協力校概要書記入上の留意事項
概要書の※の部分については、以下の留意点を一読の上、ご記入をお願いします。
※１　「実習指導者」は、実習期間中、大学側の教員と協同して実習生の指導を担当する実習校側の教員を指します。現時点でお名前をご記入できない場合は、記入できる範囲で構いません。
①実習指導者の実務経験年数については、常勤に換算した場合の年数を記入してください。
②実習指導者の研修歴については、主催団体名、研修年度、研修の名称を記入してください。

本概要書にご記入いただく際に「実習指導者」の了解を、本学から実習予定者を学校にご連絡した時点で「教科指導担当者」及び「分掌等指導担当者」等の了解もおとりください。
※２　受け入れの条件をお書きください。期間は、可能な範囲をできるだけ広くお書きください。原則に沿って調整できる場合には、「調整可能」としてください。
※３　令和7（2025）年度の学校臨床実習Ⅰの期間は、原則9月下旬～11月下旬を中心とした正
味25日間です。
①5月中旬～7月末の間に実習前の事前訪問を行います（水曜日を中心に訪問します）。ここでは、学校臨床実習Ⅰの集中実習に、実習生が自らの課題を持って臨めるよう、学校行事への参加や授業参観等を重ね、学校や学級に慣れ、生徒理解を深めます。

学校臨床実習Ⅰの期間は、学校行事などを勘案し、実習生と相談の上、25日間を設定します。実習校の事情等によっては、9月に前倒しして実施することも可能です。
②学校臨床実習Ⅰでは、授業・学級経営・生徒指導を中心とした総合的な実習を行います。授業実践力向上のため、指導いただける教科ごとに人数をご記入ください。
　※４　学校臨床実習Ⅱは二年次の扱いになります。

原則として集中型は10月から10月半ばまでの任意の10日間、通年型は5月から10月半ばまでの任意の10日間となります。
学校の事情等によっては、9月に前倒しして実施することも可能です。

学校臨床実習Ⅱと学校臨床実習Ⅲは、原則として同じ学生を同一年度に派遣することになります。
※５　ストレートマスターの学校臨床実習Ⅲは、学校臨床実習Ⅱ終了後～11月下旬までの15日間を設定します。また、１年制コース（現職学生）の実習Ⅲは、6月から11月までで課題にあった時期に15日間を設定します。

どちらの場合も、課題解決型の実習です。「３」に掲げた学校課題や分掌で指導ができる項
目ごとに受け入れ人数をお書きください。

①集中で実習する場合には、9月下旬から11月下旬までの15日間を原則とします（学校臨床実習Ⅰと同じ期間です）。ただし、この期間を中心として、その前後に多少ずれることには問題はありませんが、11/24からは大学院の秋学期後半の授業が始まります。実習にあてられなくなりますのでご配慮ください。
②通年型で実習する場合には、相談の上、上記の期間で任意の15日以上を設定します。
※６　「ご要望等」欄には、受け入れ可能教科や特別活動、部活動等での希望をご記入ください。
　 本学教職大学院では、中・高の社会科（地歴・公民）の免許取得者が多いという特色があります。社会科での実習が可能かどうかについても、ご記入ください。

※７　「学校の特色」欄は、指導体制、地域連携や研究指定校など特色となる事項をご記入くだ
さい。こちらは、実習生の関心や課題との調整で重要な点となります。学校の特色・課題に適
合した、意欲のある実習生を配置したいと思いますので、できるだけ詳細にご記入ください。
※８　「学部実習生受入予定」欄は、学部生の免許取得の教育実習が予定されている場合、ご記入ください。教科や時期が重ならないよう配慮するための把握です。
※９　学校臨床実習は、学部実習のように、あらかじめ学校で準備された課題を遂行するという実習ではありません。実習生が、教科指導・生徒指導・学校運営等のあらゆる領域で自ら率先して行動し、教育実践力を高めることを目指しています。そのため、できるだけ多様な領域で、実習の場を保障してくださいますよう、ご理解とご協力をいただきたいと存じます。
※10　教職大学院での学校における実習ではこれらの会議への出席もしくは陪席が求められております。可能性のあるものについて、チェックしていただけますようお願いいたします。
＊実習生の実習課題を検討し配置計画を立てますが、実習生の人数や居住地、意向等などから受入校のご協力をご依頼できないこともあります。あらかじめご承知おきください。
＊「連携協力校概要書」2ページ目下部には、学校長印（公印）をご捺印ください。
なお、年々、連携教育委員会との調整が早めになっております。恐れ入りますが、来年度、本学教職大学院との連携協力を希望される学校におかれましては、「連携協力校概要書」を作成していただき、郵送またはメール、FAXで以下送付先に送信して頂くか、担当しております大学側教員にお渡しください。

東京都の公立小中学校においては、継続であっても、管轄教育委員会からの『連携協力校候補校希望調査』に毎年、申請が必要になります。申請漏れのないようにお願いします。
《送付先》早稲田大学　教育・総合科学学術院事務所　学務係宛

　　　　　 〒169-8050　新宿区西早稲田1-6-1

FAX　03-3202-2549　　E-mail　kyousyokuken@list.waseda.jp
　こちらの書式は、早稲田大学教職大学院ホームページに、Wordファイルを掲載しております。
必要に応じてご利用ください。
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